


















































　Moore の法則があたかも自然法則であるかの如く、LSI の集積度は 1965 年から１年半で２倍
になるという成長を続けてきた。昨今はこの伸びが止まると言われているが、現状成長は続いて
いる。
　Intel© の Core™i ９-10980XE プロセッサー エクストリーム・エディションは、クロック３















数は４１２０万契約、移動系ブロードバンド契約数は と を合わせて２億 千万





の法則があたかも自然法則であるかの如く、 の集積度は 年から 年半で
倍になるという成長を続けてきた。昨今はこの伸びが止まると言われているが、現状成長
は続いている。
©の Core™ i9 プロセッサー エクストリーム・エディションは、クロック
















　これによれば、最も活動的な 10 最代後半から 40 歳代では、スマホの保有率は、ほぼ８割を
超えている。














成 15 年）５月 23 日に個人情報保護法が成立し、一部規定を除き即日施行された。２年後の





［６］」による 2012 年から 2018 年までの上場企業の個人情報漏えいがあった企業数と漏えい件
数を図２.１に示す。個人情報漏えい事故（インシデント）は 2013 年に大きくハンプがあるが、
その後は企業数で 60 ～ 80 社、件数で 80 ～ 100 件の間で推移していて、毎年のように漏えいイ
ンシデントが起きていることを示している。2019 年には、個人情報の漏えい・紛失事故を公表
した上場企業は 66 社 86 件、漏えいした個人情報は 903 万 1,734 人分に上っている。これは１企












に、 年（平成 年） 月 日に個人情報保護法が成立し、一部規定を除き即日施行






調査 」による から 年まで 上場企業の個人情報漏えいがあった企業数と
漏えい件数を図 に示す。個人情報漏えい事故（インシデント）は 年に大きくハン
プがあるが、その後は企業 社、件数で ～ 件の間で推移していて、毎年の
ように漏えいインシデントが起きていることを示している。 年には、個人情報の漏え
い・紛失事故を公表した上場企業は 社 件、漏えいした個人情報は 万 人










によると、2005 年で５％程度であったインターネットショッピングの世帯利用率は 2018 年では
約 40％にもなっている（図２）。世帯主の年齢が 40 歳未満である場合は、世帯利用率 62.4％、１ヵ
月平均の支出額は 17,658 円であるとしている。支出額の全世帯平均は、12,610 円である。総務
















データ によると、 年で ％程度であったインターネットショッピングの世帯利用
率は 年では約 ％にもなっ 図２ 。世帯主の年齢が 歳未満である場合は、
世帯利用率 ％、 ヵ月平均 支出額は 円であるとしている。支出額の全世帯平
均は、 円である。総務省統計局のデータによれば、 年の 世帯当たりの平均所





表 は、株式会社 が集約して公表している の利用者数を示したものであ
る 。それぞれの利用者数の数字は当然重複している部分があると思われ が、それでも














































　　・　2019 年中の標的型メール攻撃の件数は 5,301 件である
として、懸念を示している。これらの事象は、不正情報取得の手法・技術の高度化がその一因に
なっていると考える。
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３.１　大学の組織構成














































































































































常勤教員 ○ ○ ○
非常勤教員 × ○ ○
学生 × × ○









常勤教員 ○ ○ ○ ○ ○
非常勤教員 × △ × ○ × △：限定的
学生 ○ ○ ○ ○ △ △：限定的













































































































［１］　総務省，“令和 2 年版情報白書 ,”総務省，2020 年 .
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